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消費者行政新未来創造オフィス開設１周年記念シンポジウム  

議事次第 

 

 

         日  時：平成 30年７月 23日（月） 14:00～ 

         場  所：徳島グランヴィリオホテル  グランヴィリオホール 

 

 

１．開会挨拶  

  消費者庁政策立案総括審議官  井内  正敏  

  国民生活センター理事長   松本  恒雄  

  徳島県知事     飯泉  嘉門  

 

２．基調報告「消費者行政新未来創造オフィスのこれまでの取組」  

  消費者庁参事官    日下部  英紀  

  国民生活センター理事   宗林  さおり  

 

３．自治体の取組紹介①「見守りネットワークの設置」  

  徳島市市民生活課長    幸田  元宏  

 

４．自治体の取組紹介②「公益通報窓口の設置」  

  板野町総務課長    東根  弘幸  

 

５．パネルディスカッション「『社会への扉』を活用した消費者教育」  

  コーディネーター  

  消費者庁参事官    日下部  英紀  

  パネリスト  

  徳島県消費者くらし政策課長  勝間  基彦  

  鳴門教育大学大学院准教授   坂本  有芳  

  文 部 科 学 省 男 女 共 同 参 画 学 習 課 課 長 補 佐 田中  勉  

  徳 島 県 教 育 委 員 会 学 校 教 育 課 キ ャ リ ア ・ 消 費 者 教 育 担 当 室 長 湊  雅邦  

  消 費 者 庁 消 費 者 教 育 ・ 地 方 協 力 課 消 費 者 教 育 推 進 室 長 米山  眞梨子  

 

６．閉  会  
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○司会 定刻となりましたので、ただいまから「消費者行政新未来創造オフィス開設１周

年記念シンポジウム」を開催いたします。 

 司会を私、消費者行政新未来創造オフィスの増井が務めさせていただきます。よろしく

お願いいたします。（拍手） 

 開催に当たりまして、消費者庁政策立案総括審議官の井内から、開会挨拶を申し上げま

す。 

 では、井内政策立案総括審議官、よろしくお願いいたします。 

○井内消費者庁政策立案総括審議官 消費者庁政策立案総括審議官の井内でございます。 

 まず初めに、先般の西日本の豪雨では、多くの方が被災されています。被災された全て

の方に対して、この場を借りてお見舞い申し上げます。 

 さて、消費者行政新未来創造オフィスは、明日、７月24日で開設から１年を迎えます。

本日は、これを記念してシンポジウムを開催する運びとなりました。本日は、御多忙のと

ころ、御参加いただきまして誠にありがとうございます。 

 当オフィスは、平成28年９月のまち・ひと・しごと創生本部決定に基づき、実証に基づ

いた政策の分析・研究機能をベースとした消費者行政の発展・創造の拠点として設置され

ました。徳島県を実証フィールドとして全国展開を見据えたモデルプロジェクトや基礎研

究プロジェクトを実施しております。 

 この１年間、オフィスでは多くの成果が出ていると評価しております。１年間という極

めて短い期間ながら、こうして成果を上げられたのは、今日、お見えになられている徳島

県知事を初め県庁の皆様、全ての御協力のたまものと思っております。 

 具体的な取組状況、今後の展開については、この後の基調報告で御紹介いたしますが、

私からは若年者向けの消費者教育の取組について、一言申し上げます。 

 徳島県では全ての高校で、私、徳島県と協力して教材をつくって消費者教育を行ってい

ただきました。これにつきましては、今回の法律で成年年齢の引下げということで、法務

委員会等国会で御審議いただきましたけれども、その際にも御紹介させていただいたとこ

ろでございます。この後、さらに成果が出ているものにつきまして、掘り下げて個別に議

論していきたいと思います。 

 今日のシンポジウムが有用になることを期待しまして挨拶とさせていただきます。あり

がとうございます。（拍手） 

○司会 ありがとうございました。 

 続きまして、松本国民生活センター理事長から挨拶をいただきます。 

 それでは、松本理事長、よろしくお願いいたします。 

○松本国民生活センター理事長 国民生活センター理事長の松本でございます。 

 国民生活センターを代表いたしまして一言、御挨拶を申し上げます。 

 本日は皆様、大変お忙しいところ、また、暑さ厳しい中で、消費者行政新未来創造オフ

ィス開設１周年記念シンポジウムにお集まりいただきまして、誠にありがとうございます。
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また、飯泉知事を初め徳島県の方々には、本シンポジウムに御協力をいただき、この場を

お借りして改めて御礼を申し上げます。 

 昨年の７月24日に消費者行政新未来創造オフィスが県庁の10階に開設され、以来、当セ

ンターは11名の体制で業務を行っております。当センターにおける消費者行政新未来創造

オフィスでの取組といたしましては、研修事業と商品テスト事業を実施しております。 

 後ほど改めて詳しい御報告をいたしますが、第１に、鳴門市と徳島市における研修とい

たしまして、主として関西、中国・四国地域の対象者を想定した研修、及び徳島独自の研

修を実施しております。 

 第２に、先駆的な商品テストのプロジェクトといたしまして、徳島県の皆様にも多大な

御協力をいただきながら、徳島県を実証フィールドとして「地震による給湯器や家具の転

倒の防止策」を実施いたしました。このオフィスでの成果が全国各地の皆様のお役に立て

るよう、引き続き取り組んでまいりたい所存でございます。 

 最後に、日ごろの皆様の活動に改めて敬意を表しまして、私からの御挨拶とさせていた

だきます。本日はどうぞよろしくお願いいたします。（拍手） 

○司会 ありがとうございました。 

 続きまして、飯泉徳島県知事から御挨拶をいただきます。 

 それでは、飯泉知事、よろしくお願いいたします。 

○飯泉徳島県知事 本日は、消費者庁の皆さんとともに消費者行政新未来創造オフィス開

設１周年記念シンポジウムを開催いたしましたところ、会場いっぱいの皆様方に御出席を

賜りました。誠にありがとうございます。 

 さて、７月24日、日本中では一体何の日だ。これは２年後に迫りました東京オリンピッ

ク・パラリンピック、特に東京オリンピックの開幕予定日、このようになっております。

そして、全国一斉「テレワーク・デイ」も昨年から７月24日、その開幕の東京における混

乱を何とか避けよう、出勤をするな、でも、仕事はしろ。では、その答えは何なのか、テ

レワーク、こうなったわけなのです。もちろん、光ブロードバンド環境が整備された徳島

でありますので、政府のほうからも御要請がございまして、徳島県が地方自治体を率先し

て３年はこの「テレワーク・デイ」に参画をいたしました。 

 でも、消費者行政、消費者教育にとってみると、また違う意味があるのが７月24日。今、

お話がございました消費者庁、国民生活センターなどの新しい政策創造の場、消費者行政

新未来創造オフィスが昨年の７月24日、県庁の10階に展開をすることとなりました。そし

て、消費者庁などの皆さん方が掲げる国家プロジェクト、新未来創造プロジェクト、さま

ざまな点で徳島を実証フィールドとして、そして、絵に描いた餅ではなく、しっかりと全

国民の皆様方に食べていただく、しかも、おいしくという形で、今、展開真っ最中となる

ところで、年次でいきますと２年次目に入ったところであります。 

 では、今日の例えばシンポジウムの中でもパネルディスカッションのテーマは何か。こ

れは若者向けの消費者教育であります。いよいよ今から４年後となります2022年４月１日
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から成年年齢が18歳に引き下げられることとなります。今のちょうど中学２年生から対象

になるわけでありまして、この皆さん方が例えば18歳になり、クレジットカードをつくる。

そのときには全て成年として責任を持たなければならない。でも、それだけの知識が果た

してあるのであろうか。そこで、この皆様方をしっかりと守り、そして、育んでいくため

に行われていますのが、まさに消費者庁の皆さん方がつくられました教材、『社会への扉』、

これをいかに今後において授業として行っていくのか、ここが肝である。 

 徳島県におきまして、昨年度、公私を問わず、また特別支援学校も含め、全56高校にお

いて、家庭科、また公民、こうした授業の一環として、この教材を活用しての消費者教育

が展開され、全国から多くの視察団の皆様方にも訪れていただきました。そして、民法改

正、国会の審議の中で、本当に大丈夫なのか、こうした多くの御質問に対し、消費者庁を

初めとする各政府の皆さん方が、徳島でできるのだから大丈夫だと、こうしたお話だった

のです。 

 ということで、今年に入りまして消費者庁を初め、教育を担当する文部科学省、また、

この民法改正を担当する法務省、そして、金融問題の所管をする金融庁、四位一体でアク

ションプログラムをつくり上げ、徳島での昨年度の成果、これを全国に波及をさせていこ

う、しかも、2020年度までに全国の全高校でこの授業を展開していこう。こうしたことに

なったところであります。 

 また、エシカル消費、倫理的消費とも呼ぶわけでありますが、なかなかまだ人口に膾炙

していないよとかつては言われておりました。しかし、今では徳島県、そして、四国、関

西広域連合のうちでは、多くの皆さん方がこのエシカル消費、企業の皆さん方も、行政、

そして、地域住民の皆さん方も、積極的な取組が進んできているところであります。 

 特に昨日は、井内総括審議官にも御出席をいただきまして、本県の三好市におきまして、

全国初となるエシカル消費自治体サミット、つまり、エシカル消費に対してすばらしい取

組を行っている先進自治体の皆さん方が一堂に会する、そうしたサミットが展開されたと

ころであります。 

 また、高校生の皆さん方がやってくれました。では、何をやってくれたのか。これはエ

シカル消費の中でも特に重要なもの、世界的な取組となっているフェアトレードでありま

す。先進国の皆さん方が発展途上国の皆さん方からその富を搾取してしまう、また、いた

いけな子供さんたちが過酷な労働を強いられる。何としてもこれの解消を世界的規模で行

っていこう、これがフェアトレード。 

 皆さん方も、チョコレートあるいはコーヒー、代表品目でありますが、こうしたものに

ついていろいろ既に知識をお持ちのことと思いますが、実はカンボジア日本友好学園の皆

さん方と取組をしている徳島商業高校の皆さん方のところへ、Skypeを通じ、１本のSOSが

入りました。学校の先生が解雇されてしまう。雇うことができなくなるのだ。であれば、

カンボジアのドライフルーツを活用し、そして、「ふれんじゅう」というおまんじゅうを

つくり、それを徳島マルシェで売り、その収益金で何と４名の先生を雇いとめることがで
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きたのです。 

 それをJICAの皆さん方が着眼をいただきまして、全面的に支援をしよう。カンボジア首

都のプノンペンに、このフェアトレードのジェラートの工場をつくり上げることとなりま

した。両校の高校の皆さん方がプノンペンの街頭に立ち、そして、そこで多くの皆さん方

にどんなスイーツがいいのか、そうした答えがこのジェラートだったところであります。 

 既にこの工場が操業開始をし、学校を全て賄うだけではなく、地域の雇用まで賄うこと

となり、開設の日にはカンボジアの首相あるいは大臣の皆さん方が続々とお越しいただき、

徳島商業高校では何とカンボジア政府から勲章をいただくであるとか、また、さらに日本

におきましても消費者支援功労者表彰、その総理大臣表彰を全国の高校生としては初めて

受賞をする運びとなりました。 

 まさに徳島の高校生が、このエシカルの中でも世界的な取組でありますフェアトレード

の日本の代表事例をここにつくり上げることができたところでありました。ぜひ皆様方に

おかれましても、このエシカル消費、徳島はもとより、四国から、また、関西広域連合の

地から、さらにその輪を広げていただきますよう、よろしくお願いを申し上げたいと存じ

ます。 

 いよいよ１周年となります。これからは２年次目ということもありまして、今の全国的

なプロジェクト、どんどんこれを徳島から発信をしていく、成果を問われる年となります。

今日は徳島県内の自治体の皆様方が、障がい者あるいは高齢者の皆様方をいわゆる消費者

被害から防いでもらうための見守りネットワークについての取組状況について、あるいは

公益通報制度、これは内、外、両方があるわけでありますが、こちらは既に全国初となる

全市町村において、その窓口が県内では整備がされているところであり、こうした各先進

自治体の皆さん方の報告もございますので、ぜひ最後まで耳のほうを傾けていただければ

と思います。 

 結びとなりますが、この消費者行政新未来創造オフィス開設がいよいよ明日で丸１周年

となります。２周年目に向けまして、皆さん方とともに消費者市民社会を徳島から発信を

し、そして、その延長線上に政府、関係機関の地方移転がますます進み、この日本が地方

創生から日本創世へという新しいフェーズになる、その礎を徳島から発信することができ

ればと考えておりますので、これからも変わらぬ、そして、さらなる御支援を賜りますよ

う、心からお願いを申し上げまして、今日のシンポジウムに当たりましての御挨拶とさせ

ていただきます。 

 皆様、本日はどうぞよろしくお願いをいたします。（拍手） 

○司会 ありがとうございました。 

 飯泉知事は公務のため、ここで退室させていただきます。 

（飯泉徳島県知事退室） 

○司会 また、本日、参議院議員の中西祐介様より祝電を頂戴しておりますので、御披露

いたします。 
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 消費者行政新未来創造オフィス開設１周年をお祝い申し上げますとともに、本日のシン

ポジウムの御盛会を心よりお祝い申し上げます。今後におかれましても、消費者行政新未

来創造オフィスがますます御発展されますことを祈念申し上げます。平成30年７月23日、

参議院議員、中西祐介。 

 それでは、基調報告に入りたいと思います。 

 初めに、消費者庁参事官の日下部から、続いて、国民生活センター理事の宗林から「消

費者行政新未来創造オフィスのこれまでの取組」について、基調報告を行います。 

 それでは、まず日下部参事官、お願いします。 

○日下部消費者庁参事官 消費者庁参事官の日下部でございます。 

 それでは、このオフィス、明日でちょうど１年がたつわけですけれども、主な取組につ

いて御紹介させていただきます。今までも知事の御挨拶なりからかなりもう紹介されまし

たけれども、改めて御紹介させていただければと思います。 

 まず、これがこの事務所でどういうことをしているかという図でございます。真ん中に

書いてある青い部分でございますけれども、消費者庁、国民生活センターで成り立ってい

る事務所でございますが、分析・研究機能をベースとした消費者行政の発展・創造の拠点

ということでございまして、１つ目が全国展開を見据えたモデルプロジェクト、２つ目が

基礎研究プロジェクト。せっかく新しいものをつくるなら働き方改革の拠点にもしましょ

うというのが消費者庁。国民生活センターも研修とテストを行うということにしておりま

す。 

 それ以外は、左側にこの事務所ができるきっかけとなった2016年のまち・ひと・しごと

創生本部決定でございますけれども、その本部決定では、この事務所ではなくて東京でや

ることも一応書かれていまして、そこの左下に書いていますが、対外調整プロセスが必要

な業務とかそういったものは東京で行うという整理をされているところでございます。し

たがいまして、我々がここで行っているのは徳島県を実証フィールドとしたモデルプロジ

ェクトと基礎研究プロジェクトということでございまして、そこで出た成果を全国に普及

していくということでございます。 

 これが部屋の様子でございまして、働き方改革にも関係しているのですけれども、普通

の事務所と違って、幾つかいろいろな種類の机があって、どこの席に座るかはその日の抽

選で決めるということになっています。真ん中は看板をかけたときの長坂政務官に来てい

ただいたときの写真でございます。 

 本題の取組の成果の脇にそれますけれども、我々の職場でどんなことをやっているかと

いうことですが、フリーアドレス制を行っていたり、２番目に書いてありますが、立って

会議を行うとか、テレワークをなるべく推進しましょうとか、東京ではないので国会対応

がないということもあるのですが、ワーク・ライフ・バランスとかというのも心がけてい

きましょう。一番最後に、先ほどありましたけれども、木の机、職場で国産材を使った事

務所になるべくしましょうということを県の協力を得てやっているところでございます。 
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 部屋の様子を簡単に紹介しますと、真ん中左上が、こういうロッカーに毎日パソコンを

しまっては出して、しまっては出してということで、右下にあるように席は抽選で決める

ことになっていますので、どの席に当たるかわからない。先ほどで言うと、この右下のほ

うの四角い机になったり左側の丸い机になったり、そこはその日によっていろいろ違いま

すので、そういう席が違う。それによって書類もなかなかためないようにするとか、おも

しろい試みができているかなというのが部屋の様子でございます。 

 では、本題でございますけれども、我々の事務所はどういうことをしているか、主な成

果。先ほども審議官、知事の挨拶でもありましたけれども、若者向け消費者教育の推進、

これが我が事務所の最も大きな成果だなと思っているところです。 

 左下に出ていますけれども、2017年度、徳島県内全ての高等学校56校において、今日、

『社会への扉』という教材を皆さんの資料の中に入れさせていただいておりますけれども、

この教材を使った授業を行いました。どのようにしてその授業を全校で展開したかとか、

どういうメリットがあったかとかというのは後ほどのパネルディスカッションでより詳細

に御紹介させていただきますけれども、徳島でこういうことができたということが右側の

全国展開に書いていますが、2020年度までに全ての都道府県、高等学校で『社会への扉』

を活用した授業の実施を行うことにつながったということで、やはり教材を使って授業を

やってくださいということは必ず授業をやるということになるので、非常に効果があった

かなと思います。 

 徳島でもできたのだからほかの県でもできるでしょうと言って、今、ほかの県にも働き

かけているといったところでございますので、やはり徳島で『社会への扉』を使った授業

ができたということは消費者庁の施策の展開においても、消費者行政にとっても大きな前

進につながったのではないかなということで、我々としては、これは大成功例として紹介

しているところでございます。詳しくはまた後ほどのパネルディスカッションをお聞きい

ただければと思います。 

 次に、２番目に大きな成果が出ているのは何かというと、見守りネットワーク、いわゆ

る消費者安全法でいう消費者安全確保地域協議会と呼ばれている、我々は通常、見守りネ

ットワークと呼んでいるところでございますけれども、県内全ての自治体でこのネットワ

ークをつくるという目標を県に立てていただきました。消費者庁としては、上に書いてい

ますけれども、2019年度末までに人口５万人以上の全市町に設置するというのが目標なの

ですが、徳島はそれを超えて、人口５万人以上を問わず24市町村全てでネットワークをつ

くっていただくという目標を立てて、今、着実にネットワークをつくっていただいている

といったところでございます。 

 左下に主な成果と書いていますけれども、人口５万人以上の市町というのは徳島県内で

は、徳島市、阿南市、鳴門市でございますが、そこではもう既に協議会をつくっていただ

きまして、それ以外にも上板町を初めつくっていただいている。今、合計13と書いていま

すけれども、実はこの13は明日小松島市でできるのも入れて13ということで、今日現在、



7 

 

厳密には合計12の協議会を新設ということでございまして、明日13個目の協議会が新設さ

れる。したがって、徳島県内は明日時点でいえば13の新設と、もともとあった板野町の協

議会があるということになります。 

 なるべく残りの2019年度末までに、ほかのまだできていない全市町村に対しても県とと

もに協力をお願いして協議会をつくっていただく。この見守りネットワーク、もともと何

なのかというのは右側に書いていますけれども、高齢者というのはいろいろ生活に健康な

りお金なりに不安を持っているわけです。そこにつけ込んでいろいろ悪徳商法が寄ってく

るであろうということで、それをいかに防ぐかというときに、こういうネットワークに参

加する方々、例えば地域包括センターの方とか民生委員の方とか消費者教育の関係者とか、

消費者団体関係者とか、そういう方々が見守っていくことが大事だ、見守ることによって、

どこの誰々さんが危ないとか、だまされてしまったとか、そういう情報が素早く手に入る。 

 ところが、横の連携ができていないと、その情報も生かされないということもあり、個

人情報の共有ができるというのが見守りネットワークの最大のメリットでございまして、

したがって、本来であれば民生委員の方に流していいのかという情報をこのネットワーク

に加盟していれば守秘義務がかかりますので、見守る人の間で共有できるということでご

ざいますので、どこどこのおばあちゃんが今、大変なことになっているとか、なりそうだ

という情報をいろいろな人が見守り、いろいろな人の間で共有できる。 

 そういうことによって被害を防いでいこうというのがこのネットワークの意義でござい

まして、したがいまして、ネットワークというのは、できれば終わりではなくて、つくっ

た後にいかに見守っていくか、それを活用して消費者被害を減らしていくかというのが非

常に大事ということで、まずはネットワークをつくっていただき、それを活用して今後は

具体的に見守っていただくということが大事になるのかなと思っています。これが２番目

に大きな成果ということでございます。 

 あとは、３番目というのは、世の中よくあるように何が３番目かは人それぞれですので、

それ以上、余り言いませんけれども、１つは知事も述べられたとおり、エシカル消費の普

及ということが我々のこのオフィスの業務の１つの柱でございます。例えば左下に書いて

いますけれども、エシカル・ラボ、シンポジウムみたいなイベントの開催をしたり、エシ

カル消費に関する意識調査も行ってみました。そうすると、徳島県民のエシカル消費の認

知度、エシカル消費という単語を知っていますかと聞くと、26％の方が知っている。４人

に１人が知っているというのは全国的に見れば、似たような調査から類推すると非常に高

いと思いますということで、徳島県ではかなり認知度が高い。それでもより一層というこ

とでございますので、さらに認知度を高めていく必要性はあるとともに、この調査は毎年

やることによって、それがどのように伸びていくのかを楽しみにしているということでご

ざいます。 

 食品ロスの削減の取組もしていまして、徳島県に来てよかったなと思う理由の１つは、

徳島県にモニター家庭を選んでもらうことができて、そのモニター家庭に対して食品ロス
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に実際に計算に取り組んでもらうということをやりました。約100世帯ですけれども、その

結果として、この間、おもしろいことがわかりまして、１つは右側のグラフをよく見てい

ただくとわかるのですけれども、介入群と非介入群と書いてありますが、非介入群はただ

記録するだけ、介入群は記録するだけではなくて途中で取組もしてもらう。取組の前後で

どう変化をしたかということですと、介入したところは４割減、したがって、取り組んで

もらったところは取り組む前と比べると４割減っており、非介入群、ただ記録するだけの

人は２割減っているわけです。したがいまして、食品ロスというのは体重と一緒で、計測

するだけで減るということが今回わかったのが非常におもしろい事実でございます。 

 それ以外にも、結構もらいものが実は食品ロスにつながりやすいのだというおもしろい

結果も出ているところでございます。 

 子供の事故防止についても、この間、おもしろい調査が出たので発表させていただけれ

ばと思いますけれども、子供の事故も県内に親御さんが集まる場を活用して、いろいろア

ンケートをさせていただきました。その結果として、右側のグラフに小さい字かもしれま

せんけれども、よく見ていただくとわかるのですが、まず下のほうのグラフを見ていただ

くと、誤飲とかの防止を行っていると回答した父親と母親を比べてみると、ピンク色、つ

まり、母親のほうは父親よりも高い。総じてほかのこともそうなのですけれども、父親と

母親を比べると母親のほうが子供の事故に対する危機意識とか取組とかというのは高い。 

 一方、上のほうの図をよく見ていただくと、いろいろ事故を防ぎたいという意識を見て

みると、母親からしてみると父親のほうは自分よりもそういう事故を防ぎたいという意識

はあるのではないか。逆に母親のほうが父親の自分よりもそういう意識があるのではない

か。お互い自分よりも相手のほうがあるのではないかと思っているわけですけれども、実

際は母親のほうがよく知っているということで、母親からしてみると父親に任せておけば

いいと思うかもしれませんが、実はお父さんはよく知らないというのがこの調査でわかっ

た結果でございます。こういうおもしろい結果もわかりました。 

 栄養成分表示に向けた消費者教育も徳島大学の協力を得て、藍住町でいろいろパンフレ

ットとか教材がどれぐらいいいものなのかということを検証して教材を完成させたという

ことがございまして、右側に教材の表紙だけ載せていますけれども、徳島大学も協力して、

こういう栄養成分表示に関する教材を完成させたということも徳島でやりました。 

 次が消費者志向経営の推進でございますけれども、消費者志向経営、つまり、消費者の

ことを考えた経営をしていただくということは、消費者にとっても経営者にとっても会社

の企業にとってもウィン・ウィンの関係であるという考えから、我々としては進めている

施策の１つです。消費者志向宣言という宣言を事業者のほうにしていただいて、その宣言

に沿って取り組んでもらった後でフォローアップを行うということが１つの手続でござい

ますが、こういう宣言をしていただくことが非常に重要だろうと思っているところ、徳島

において徳島の消費者志向経営推進組織というのをつくっていただいて、結構組織的にい

ろいろな企業に働きかけをしてもらった。そうしたところ、結果としては、今、21事業者
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が宣言していただいたのですけれども、それまではほぼ東京の事業者が宣言しているだけ

で、地方の事業者が宣言していただいたというのは余りなかったのですが、この取組のお

かげで、今、全国89の事業者が宣言してもらっているうち、21が徳島ということで、地方

の事業者でも頑張っていただければできるということが今回わかりました。 

 全国で初めて自主宣言を銀行からしていただいたということで、阿波銀行、徳島銀行も

自主宣言していただいたということで、そこも全国初めてのケースということで、我々の

消費者志向経営を全国的に展開するに当たっては非常にいい経験が得られたということで

ございます。 

 次に公益通報制度ですけれども、これはまた後ほど公益通報制度について取組は自治体

から紹介がありますが、こういう公益通報制度、最近、モリカケの問題で非常に話題にな

っていますが、こういう窓口をとにかく整備してくれということを各自治体でお願いしま

した。 

 窓口も２種類ございまして、１つは内部職員からの窓口ということで、うちの自治体に

はこんな問題があるのだということを通報する窓口。外部労働者からの窓口ということで、

うちの会社はこんなことをしているのだよ、けれども、言えないからうちの自治体に通報

する。そういう２つの窓口を両方、県内24の全ての自治体で整備してくれとお願いしたと

ころ、両方とも整備されたという点で徳島は全国で初めて、内部職員からの窓口と外部労

働者からの窓口も整備されたということで、徳島でもできたのだからほかの県でもできる

だろうということで周辺自治体など、まだまだ進んでいない自治体に対しては強力に働き

かけているということで、これも非常に大きな成果が出たかなと思っているところでござ

います。 

 食品のリスクコミュニケーションでございますけれども、こういうリスクコミュニケー

ションの機会も、リスクコミュニケーションとはいわゆるリスクについていろいろ国民の

皆さんに御紹介するような場ですけれども、こういうものを何回もやらせていただいて、

一層の向上に努めているということでございます。 

 シェアリングエコノミーについては、今回、阿波踊りの期間中に少し消費者問題につい

て調査できないかなということで、民泊について調査しようということもやっていますけ

れども、それ以外は、いろいろ検討中です。 

 今度は調査研究部門ですけれども、行動経済学を使った消費行動の分析・研究というこ

とで、やや難しい調査研究なのですが、行動経済学は何ぞやというと、人間というのは合

理的ではないのだが、非合理的でもない、めちゃくちゃに動くわけでもない。したがって、

理論的にはこう思うはずなのだけれどもな、言ったとおりには動いてくれないけれども、

でも、やみくもに動いているわけでもないということでございますので、では、実際に情

報をお流しすると人の行動はどう変わるのかというのを実際にやってみようというのが行

動経済学でございまして、「健康と生活に関する社会実験」というのをとくしま生協さん

の協力を得て、今、やっているところでございます。 
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 ちょうどモニターが定まりつつあり、そのモニターさんに対して、今、いろいろ情報を

お投げしつつあるという段階でございまして、その情報を読んでいただいたことによって

彼らの行動がどのように変わるのかを調べようというのが今回の実験でございまして、一

応2019年度に結果を出そうということでございますので、現時点ではモニターがどんな

方々かということだけは近々公表しようと思っていますけれども、結論から言えば、モニ

ターは生協の会員ということもあるので、女性、高齢者に偏りが見られるが、全国的な類

似の全国調査で女性、高齢者の行動を見ていると、生協の会員だからどうのということは

基本的にはないということで、非常にいいモニターが選ばれているのではないかなと思っ

ているところでございます。 

 一部、環境に配慮した商品やサービスに対して「気遣っている」という回答は全国調査

と比べれば高いのですけれども、基本的には「健康と生活に関する社会実験」を行うに当

たっては、特段、別に全国的に見て変なモニターではないということで安心してこれから

調査ができると考えておりますが、この調査のいい点は、四者がみんな得をするという四

方よしということでございまして、産業界でいえばとくしま生協さん自身。官でいえばこ

のオフィスとか徳島県。学問でいえば我々の研究をリードしてもらっている京都大学の依

田先生。民という点では、とくしま生協のモニターの会員の方々、組合の方々。こういう

方々にとって、いずれにとってもプラスになる、そういう調査ができるのではないかなと

思っているところでございます。 

 次に、障がい者の消費者行動に対するトラブル調査ですけれども、これも非常に成果の

出た調査でございまして、障がい者はいろいろな方がいますので、下に書いていますが、

精神障がい、知的障がい、発達障がい、これの方々の徳島県と岡山県の障がい者団体の協

力をいろいろ得まして、障がい者自身にアンケートを行った。なかなか御本人にアンケー

トを行うというのはこれまでなかったのですけれども、平仮名で簡易なバージョンをつく

ったり、いろいろ苦労しまして、こういう精神、知的、発達障がいの方々に実際、アンケ

ートを行ったり、見守っている方々あるいは施設に対してもアンケートを行いました。 

 その結果、幾つかいろいろおもしろいことがわかりましたけれども、やはり健常者と同

じように、普通の方々と同じように買い物には大変関心が高いとか、誰に相談するかとい

えば親族に相談するとか、あとは消費者トラブルという認識がもしかしたらちょっと弱い

かもしれないとか、ここに書いていませんが、発達障がいの方は結構ネットで買い物をす

ることが多いとか、いろいろな新しい事実がわかりまして、障がい者に関するこういう調

査はほとんど前例がないと聞いていますので、大変いい前例ができた、初めての例ができ

たのではないかなと思っているところでございます。 

 若者がなぜ消費者被害に遭うのかという心理的な要因から分析しようということもやっ

ていますけれども、これはまだ報告書を作成途中で、余り詳細は言えないのですが、でき

れば８月中ぐらいにこの報告書を出したいなと。そうすると、どういう傾向を持った学生

が契約まで至りやすいかとか、そういうことがわかるといいなと思って、今、作業をして
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いる最中であります。 

 研修とテストについては国センのほうから説明していただきます。 

 それを飛ばしまして、最後に、それ以外の消費者庁の現地での取組ということで、徳島

大学さんでも講義をさせていただきまして、鳴門教育大学でも３こま、授業をさせていた

だいたということがありました。徳島新聞でも私とほか２名で連載していますので、毎月

１回ご覧になっていただければ大変幸いです。 

 それ以外にも、このようなシンポジウムを随時開催しておりますので、徳島以外で開催

していることもございますので、そういうときにも御参加いただければ大変幸いです。 

 私からは以上とさせていただきます。 

○司会 ありがとうございました。 

 続いて、宗林理事、お願いいたします。 

○宗林国民生活センター理事 国民生活センターです。 

 国民生活センターでは、研修事業と商品テスト事業をさせていただきました。先ほどか

らお話に出ておりますけれども、若年者への消費者教育の充実や高齢者等の見守りネット

ワークの構築は重要な政策課題となっております。また、地方消費者行政強化作戦では、

都道府県ごとに消費生活相談員の研修参加率を100％に引き上げるというようなことが求

められておりまして、研修機会の確保が必要というようなことで要請がございます。 

 国民生活センターでは、相模原での研修、地方の地方公共団体との連携における地方で

の研修、それのインターネットを通じた研修というのをこれまでやってきたところですが、

それに加えて、今回、新たな拠点として徳島ができましたので、徳島県に多大なる御協力、

御支援をいただきながら、ここに記載しましたようにプロジェクトの主な内容としまして

徳島県内では、主として関西、中国・四国地域の対象者を想定とした研修ということで、

なるべく来やすい方が参加できるように、もっとこちらに近い方がというような意味合い

のものと、徳島独自の研修を試みでやってみようというようなことで、この徳島県内での

プロジェクトを開始しました。 

 今年ですけれども、2017年度は徳島県内において14コースの研修を実施しました。鳴門

で７、徳島市で７コースということでございます。徳島県で非常に熱心な取組がもともと

見られておりました消費者教育や地域の見守り、倫理的消費にちなんだ研修に重点化して

実施を行いまして、うち１コースは「アクティブラーニングを活用してエシカル消費を支

える」をテーマに徳島オリジナルの研修を実施いたしました。 

 2017年度に国民生活センターが主催した相模原の研修コースでは77コースをしておりま

して、4,537名の受講者でございましたが、徳島県におきましても14コースで合計509名の

受講をいただきまして、研修の効果があったのではないかと思います。 

 今年は2018年度ですけれども、徳島県の要望を踏まえまして、消費生活相談員向けの講

座の比重を高めて計14コース、鳴門で10コース、徳島市で４コースを実施する予定でござ

います。 
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 この昨年度の実施を踏まえまして全国に効果として広めていくということでございます

が、徳島県内で実施しました研修の実施要領を全国の地方公共団体に共有いたしまして、

各地方自治体が独自にカリキュラムを立てるとき、あるいは講師を選定するときの参考に

していただければと思っております。 

 また、消費者行政新未来創造プロジェクトに携わっていただいた徳島県庁の職員の方や

『社会への扉』、先ほどから出ていますけれども、これに関して授業の実践経験がある方

の教員の方などに、相模原で行います全国から集まるような研修にも講師として招いて、

これを全国に広げていっていただきたいと思っております。地方の消費者行政の消費者教

育ということで大変工夫された点などを全国に展開していければいいと思っております。 

 研修については以上です。 

 商品テストのほうは、もともと相模原のほうでは地方の消費生活センターから相談、苦

情に基づきました依頼に基づくテスト。そして、それがたくさん集まりました場合は商品

群のテストを記者発表するというようなことの業務を行っております。それに加えまして、

さらなる消費者の安全な暮らしの確保のため、先駆的な商品テストを実施することが重要

であると課題をいただきまして、今回、徳島県を実証フィールドとして活用して、先駆的

な商品テストを実施するということをいたしました。 

 徳島県内のモニター家庭を県内の方に御協力をいただきまして、参画していただいたこ

とで実態調査が行われました。そのほか、外部の専門設備があるところへテストを委託し、

効果的な対応を後で検討するというようなことをしているところでございます。 

 2017年度のテーマは「地震による転倒の防止策」というようなことで、６月７日に調査

結果を踏まえて報告書を公表したところでございます。地震は全国いろいろなところで起

こっておりまして、このときも徳島県内の100世帯で、実は電気給湯設備の給湯タンクがき

っちり設備として設置をされているかどうか、各御家庭を訪ねて見させていただいたので

すが、100世帯中63世帯で何等か不十分というようなことがございました。告示がありまし

た前のものもありますので、必ずしも違反ということではないのですが、そういうような

状態でございました。 

 実際にフィールド調査を反映した振動テストを行いましたところ、このような63世帯に

見られたようなコンクリートの上にただタンクを置いてあるだけとか、アンカーボルトと

いいましてボルトをちゃんと固定しなくてはいけないのですが、そういったものが細かっ

たり、きちんととまっていなかったりというようなものに関しましては、震度６弱相当の 

地震に対しまして転倒とか抜けてしまうというようなことがわかりました。その後、大阪

で６弱の地震が起こりましたので冷やりとしましたけれども、まさしく、すぐ全国の方に

見ていただきたい情報だと思った次第でございます。そういうようなことを昨年度して、

今、公表したところです。 

 2018年度ですけれども、「錠剤、カプセル錠の健康食品の品質等に関する実態調査」と

いうのを実施する予定でございます。こちら徳島も生活習慣病とかも含めまして大変関心
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の高いところというようにお聞きしておりますので、これをテーマにして実施させていた

だきまして、また徳島県を実証フィールドとしまして、使用している最中の健康食品を集

めて品質を追求していきたいと思っております。今後とも御協力のほど、どうぞよろしく

お願いを申し上げます。 

○司会 ありがとうございました。 

 続きまして、各自治体における取組紹介に移らせていただきます。 

 徳島オフィスで最も成果のあった取組の１つとして、まず見守りネットワーク設置にお

ける徳島市の取組について、幸田市民生活課長から御紹介いただきます。 

 それでは、幸田課長、よろしくお願いします。 

○幸田徳島市市民生活課長 皆さん、こんにちは。ただいま御紹介いただきました、徳島

市市民生活課長の幸田と申します。よろしくお願いいたします。 

 本日は、新未来創造オフィス開設１周年記念シンポジウム、おめでとうございます。昨

年の設立シンポジウムでは、私は一参加者としてそちら側に座っていたのですが、まさか

今日、こんなことになるとは夢にも思いませんでした。 

 私は昨年４月に市民生活課長になり、それから徳島市においての公益通報窓口の整備で

すとか県の食品表示適正化推進員の委嘱をいただいたり、消費生活センターの広域化、ま

た見守りネットワークの構築とかいろいろなことが経験できて、あっという間の１年でし

た。 

 それでは、私のほうからは、見守りネットワークの設置について話をさせていただきま

す。 

 徳島市は人口、約25万6,000人の徳島県の県庁所在地でございます。まず消費者被害防止

ネットワークの設立の背景でございますが、徳島市の現状として、高齢者の人口は平成29

年10月１日現在で７万1,410人、高齢化率は28％となっています。徳島市の高齢者福祉計画

では、平成30年度に30％になると推計しております。 

 平成29年度の本市の一般世帯数は11万4,765世帯で、このうち高齢者のいる世帯は４万

4,073世帯、さらにその中で高齢者の単独世帯は１万3,835世帯と全世帯の12％となってお

ります。 

 次に、消費生活相談の件数ですが、徳島市消費生活センターの平成29年度の相談件数は

1,514件、そのうち60歳以上の相談件数は664件、割合として43.9％となっております。特

に60歳代の相談が対前年比で177.5％と大幅に29年度は増加しておりました。徳島県での消

費者被害の状況ですが、振り込め詐欺等の被害状況は平成29年度で63件、金額で9,282万円

で、前年と比較して被害額は7,700万円ほどの減となっていますが、件数としては４件の増

加となっております。そのうち高齢者の割合は46％でございました。 

 高齢者の消費者被害の深刻化の要因としては、だまされたことに気づきにくい、被害に

遭っても誰にも相談しない、何度も被害に遭っている、家族・親族間の関係が薄くなりが

ち、だまされた自分が悪いと思っているなどがあると考えております。 
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 そこで、高齢者等の消費者被害の未然防止、早期発見・救済は重要課題であり、高齢者

等の消費者被害の深刻化・潜在化の防止が必要であり、本人からの相談を待つのでは遅い。

高齢者等を取り巻く家族、地域、行政等が消費生活上の安全に気を配り、見守る必要があ

る。消費者被害の防止に向け、高齢者等を取り巻く関係団体が連携する必要があったこと

から、徳島市消費者被害防止ネットワークを今年の２月に設立しました。 

 消費者被害防止ネットワークの目的といたしましては、高齢者や障がい者等（消費生活

上特に配慮を要する消費者）の消費者被害の防止を図るため、関係機関・団体が連携して、

消費者安全の確保のための取組を効果的かつ円滑に行うことを目的とし、消費者安全法に

基づく消費者安全確保地域協議会といたしました。 

 次に、ネットワークの体制ですが、資料の中の徳島市消費者被害防止ネットワークのパ

ンフレットをお願いいたします。この表紙の下段の徳島市消費者被害防止ネットワーク構

成団体をお願いします。構成団体といたしましては、徳島市消費者協会、老人クラブ連合

会、徳島中央、西、板野東部防犯連合会、地域包括支援センター、民生委員児童委員協議

会、社会福祉協議会、身体障害者連合会、徳島中央、名西、板野警察署、弁護士会、阿波

銀行、徳島銀行、徳島市農業協同組合、日本郵政株式会社、市内の郵便局、ゆうちょ銀行

徳島支店、かんぽ生命徳島支店、県消費者くらし政策課、それと市の中の課として保健福

祉政策課、保健センター、障害福祉課、高齢福祉課、そして、市民生活課が事務局となっ

ております。これらの各団体から、消費生活センターに連絡をいただき、対応する形とな

っております。 

 徳島市では福祉部門で徳島見守りネットワークというものがそもそもありまして、その

活動が協力事業者と福祉サービスを行う団体などを構成員として、それぞれの業務の中で

見守り活動や安否確認を実施し、異変に気づいたときは福祉部門に連絡するという組織が

あったのですが、本市では協議会の活動として何かあった後の対応ではなく、消費者被害

の未然防止のための情報提供や啓発にも力を入れていきたいということがあり、また、そ

のネットワークに入っていない金融機関等の事業者団体や弁護士、警察の方にも参加して

いただくと考え、市民生活課が中心となって地域に協議会を立ち上げました。 

 このネットワークへの参加依頼は私が各団体に依頼に行ったのですけれども、各団体と

も会の設立については御理解をいただき、快諾をいただきました。また、各警察につきま

しても県から事前に参加依頼の通知を送っていただいていたこともあり、話は早かったで

す。福祉関係団体についても市の福祉関係各課から御紹介いただき、スムーズに話が進み

ました。また、窓口のわからない事務所につきましては、窓口を県に御紹介いただき、お

世話になり、ありがとうございました。 

 さて、ネットワークの取組ですが、消費者被害の現状や対策に関する情報交換、消費者

被害防止対策の普及、啓発及び広報、消費者被害防止のための見守り活動の連携、その他、

消費者被害防止のための必要な活動としておりますが、２月の設立以来、実施したことは、

今、お配りしているパンフレットを各団体に配付したことと、消費生活センターでの相談
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受付状況とか現在の傾向とかを各団体に５月、７月に送付させていただいております。こ

の情報につきましては２カ月ごとに各団体に送る予定にしております。今年度の予定とし

ましては、担当者会の開催とか総会の開催等をまた今年度、考えております。 

 最後のフローチャートはどこの自治体でも同じであると思うのですが、ネットワーク参

加団体の方が本人のシグナルに気づき、本人が相談したいと言えば消費生活センターにつ

ないでいただくという形になっております。 

 先ほどの日下部参事官の話にもありましたが、今日現在で12の市町、明日、13というこ

とですけれども、ネットワークを設立されています。徳島市も今年２月に設立しましたけ

れども、この成果はこれからにかかっていると考えています。これからの活動についてい

ろいろ考えているのですが、これはどこの自治体でもそうと思うのですけれども、どうい

う情報を共有するか、どう被害を未然に防ぐか、本当にこのことについては、自治体のみ

ではどうすることもできないと考えております。警察、金融機関、包括支援センター、そ

の他の関係機関との連携が本当に必要だと実感しております。 

 ですから、未実施の団体はまずネットワークを設立し、活動内容については、これから

先進事例が多々発表されると思いますので、それを見て考えていけばいいのではないかと

考えております。 

 以上、走り走りになりましたが、これで私の報告を終わらせていただきます。御清聴あ

りがとうございました。（拍手） 

○司会 ありがとうございました。 

 続いて、公益通報窓口の設置における板野町の取組について、板野町の東根総務課長か

ら紹介いただきます。 

 それでは、東根課長、よろしくお願いします。 

○東根板野町総務課長 ただいま御紹介をいただきました板野町役場総務課の東根と申し

ます。どうぞよろしくお願いをいたします。 

 本日は、消費者行政新未来創造オフィス開設１周年記念のシンポジウムということで、

おめでとうございます。 

 私、こういったたくさんの皆様方の前でお話をさせていただくというのは初めてでござ

いますので、お聞き苦しいところ、見苦しいところが多々あるとは思いますが、御容赦を

いただけたらと思います。 

 それでは、板野町における公益通報窓口の設置について、説明をさせていただきたいと

思います。 

 板野町では、公益通報、または相談をそれぞれの課がばらばらに受けるのではなく、通

報の相談窓口の一元化ということで担当課を決定させていただき、きちんと対応すること

が重要であるという考えのもと、通報相談窓口の設置に至っております。通報相談窓口の

設置に当たりましては、内部職員からの通報と外部の労働者からの通報につきまして要綱

を作成する必要があり、徳島県から要綱のひな形などの提示を受け、また、消費者庁の担
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当者の方からは直接説明を受けることができたことで、設置に向けた動きが加速されたと

思っております。 

 それでは、初めに、板野町におけます職員等からの内部通報の処理等に関する要綱につ

いて説明をさせていただきます。 

 通報できる職員等につきましては、板野町の正規、非正規、全ての職員、板野町からの

事務事業を受託している事業者の役員、従業員、そして、板野町の施設の指定管理者の役

員、従業員などであります。 

 職員等が通報できるものにつきましては、板野町が実施をする事業に関する事実であっ

て、法令違反、またはこれに至るおそれのあるもの、板野町民の生命、または健康に重大

な損害を与えるおそれのあるもの、行政事務処理等における不適切な行為、職務外の非行

や信用失墜行為、その他、板野町民全体の利益等公益に反するおそれのあるもののいずれ

かに該当するものに限られております。 

 通報者からの通報を受け付ける窓口及び相談窓口につきましては、庁舎内の窓口となっ

ております総務課と、あと外部通報窓口といたしまして弁護士事務所の２カ所を設けてお

ります。 

 外部通報窓口の設置につきましては、庁舎内の窓口だけでは通報者が職員等でもあり、

通報がしづらい状況が考えられ、また、通報者の保護を図ること、機密保持の観点などか

ら外部にも通報窓口があったほうがいいと考え、弁護士事務所に依頼をすることといたし

ております。 

 職員からの公益通報の処理に係る流れにつきましては、通報の方法につきまして、原則

として電子メール、または封書により行うこととしており、通報を受け付けた外部相談員

及び事務局につきましては、通報内容から通報対象事実であるかどうか、また事実確認や

必要な調査を行い、受理・不受理の決定を行います。外部相談員及び事務局につきまして

は、受け付けたことについて調査を行い、通報対象事実があると認められるときにつきま

しては通報の内容及び調査結果等について任命権者、町長さんのほうへ報告をし、報告を

受けた任命権者につきましては改善が必要であると認めるときにつきまして、関係部署ま

たは関係職員に対して改善、その他必要な措置を講じるよう改善指示を行います。 

 改善指示を受けた関係部署または関係職員は速やかに改善を行うとともに、改善状況を

任命権者に報告をし、報告を受けた任命権者につきまして、公益通報を受け付けた外部相

談員及び事務局に通知を行います。 

 報告を受けた総務課長及び外部相談員につきましては、通報者に対し、遅滞なく通知す

るものとしております。 

 通報者の保護に関しまして、通報者に関する情報は非公開とするとともに、通報を行っ

たことにより、人事、給与、その他の職員の勤務条件についていかなる不利益な取り扱い

も受けない、また、総務課長については通報に対して通報または相談を行ったことを理由

として不利益な取扱い等が行われないよう、通報者の保護に努めることとしたいといたし
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ております。 

 また、フォローアップといたしまして、総務課長は必要事項について適宜公表をさせて

いただき、是正措置等の実効性評価、不利益取扱いの有無の確認を行うものとしておりま

す。 

 続きまして、板野町における外部の労働者からの公益通報に関する要綱について説明を

させていただきたいと思います。公益通報の受付は通報対象事実に関する処分、または勧

告等の事務を所掌する課等で受付を行い、外部の労働者からの公益通報または相談を受け

付ける窓口は産業課に設けております。相談窓口の産業課につきまして、公益通報保護法

に関する一般的な質問及び相談に関する受付、通報対象事実を所掌する担当者への取り次

ぎや権限を有するほかの行政機関の教示等を行います。 

 また、主管課等におきましても相談または通報に係わる事実が通報対象事実に該当する

場合でありましても、当該通報対象事実について町の機関が処分または勧告等をする権限

を有しないときには、当該権限を有するほかの行政機関を教示させていただきます。主管

課等は外部の労働者からの通報が町の機関に対する公益通報と認められる場合について、

当該情報を公益通報として受理するものとして、その旨を通知させていただき、受理をせ

ず情報提供として受け付けるときには情報提供として受け付けた旨を通知させていただき

ます。 

 公益通報を受理した主管課等については、受け付けた通報について調査を行い、通報対

象事実があると認められるときには、調査終了後、速やかに調査結果を取りまとめて、そ

の結果を通報者へ通知させていただきます。 

 通報相談窓口または主管課等につきましては、外部の労働者からの通報または相談を受

け付けたときには、公益通報、それから、相談内容整理票、公益通報を受理したときには、

公益通報相談処理整理票を作成し、あわせて公益通報管理台帳に記録をし、管理すること

としております。外部の労働者からの公益通報の受付体制を整備することにより、通報し

やすい体制を整え、通報に適切に対応することで、法令違反行為の是正を図ることを目的

といたしております。 

 住民に身近な市町村に公益通報窓口があるということは、住民の安全・安心が確保され、

いつでも相談ができるという安心感につながることとなります。事業者の不正行為に接し

て通報したいと考えている労働者や住民にとって、市町村の窓口は最も身近な行政機関で

あり、また、行政機関は事業者の不正に関する情報を得た場合には通報者を保護するとと

もに、不正を未然あるいは早期に是正する責務があると考えております。市町村の通報窓

口の整備及び実効性の向上につきましては、速やかかつ継続的に取り組まなければならな

い重要課題だと考えております。 

 市町村の窓口は身近な行政機関ではありますが、身近であるがゆえに通報がしづらい住

民の方もいると思います。そういった状況を防ぐため、平成30年４月２日には、徳島県と

県内各市町村が外部の労働者からの公益通報共通窓口に関する協定書を締結させていただ



18 

 

いております。この協定書につきましては、外部の労働者等からの相談または通報の窓口

を拡充することにより、労働者等が安心して通報をできる環境を広げ、本来、市町村が所

管する法令等に係る通報につきまして、通報者が県での受付を希望する場合、市町村にか

わり受付を行えるよう事務協定を締結し、共通窓口を徳島県消費者情報センターに設置い

たしました。 

 板野町では、公益通報者保護法の趣旨にのっとり、住民の安心・安全のため、また、板

野町で働く従業員や職員が安心して働ける環境づくりのために、内部職員からの通報と外

部の労働者からの通報について、それぞれ要綱を制定させていただき、公益通報の受付及

び通報内容の処理について体制を整備し、１年がたっております。要綱を制定したときに

は役場内の課長会議等を通じまして制度の周知を行っておりますが、再度、職員等には周

知を図ってまいりたいと思います。また、外部の労働者からの公益通報に関しましても、

広報紙等を通じて適宜、周知を図ってまいりたいと考えております。 

 走り走りでございますが、これで発表は終わらせていただきます。御清聴ありがとうご

ざいました。（拍手） 

○司会 ありがとうございました。 

 続いて、オフィスの代表的な取組で全国展開につながったプロジェクトに関し、「『社

会への扉』を活用した消費者教育」というテーマでパネルディスカッションを行います。

準備が整うまでしばらくお待ちください。 

 それでは、パネリストの方は壇上にお上がりください。 

 それでは、準備が整いましたので、まずパネリストを御紹介いたします。 

 皆様に向かって左から順に、徳島県消費者くらし政策課長、勝間様。（拍手） 

 鳴門教育大学大学院准教授、坂本様。（拍手） 

 文部科学省男女共同参画学習課課長補佐、田中様。（拍手） 

 徳島県教育委員会学校教育課キャリア・消費者教育担当室長、湊様。（拍手） 

 消費者庁消費者教育・地方協力課消費者教育推進室長、米山。（拍手） 

 以上、５名でございます。 

 コーディネーターは消費者庁参事官、日下部が行います。 

 それでは、マイクをコーディネーターにお渡しします。よろしくお願いします。 

○日下部消費者庁参事官 それでは、このオフィスで最も１年間で成果が出たと言われて

います消費者教育について、少し深掘りしていきたいと思っております。 

 今日はいろいろな関係、今、紹介がありましたけれども、最も深く関わった方々に御参

加いただいております。 

 まず、この若者の消費者被害ですけれども、今日は特に資料を用意しているわけではご

ざいませんが、若者の消費者被害というのはかなり高どまりしているというのが１つござ

います。消費者庁としては、若者に対する消費者教育というのは非常に重要だと考えてい

るところでございます。このプロジェクト、今回、徳島で行っているのもそういう背景の
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もと、成年年齢の引下げということによって、やはり未成年取消権というのが今まで20歳

未満は大丈夫だったのが18歳未満だということでございますので、やはり若者向けの消費

者教育というのは非常に大事だろうと思っているところでございます。 

 そうした中、先ほども何回か話が出ましたけれども、徳島で行われたような全ての高校

で教材を使った授業を行うということを全国展開しようというアクションプログラムが関

係省庁で策定されたということでございます。したがいまして、今日は、なぜこの徳島で

は全ての高校で『社会への扉』を使った授業が実現できたのか、また、全国展開に向けて

いろいろな示唆、こういうようにやるといいとか、そういうような徳島モデルの先行例を

少し深掘りして皆様に御紹介できればいいかなと思っているところでございます。 

 では、まず最初に、消費者庁の米山室長から、消費者庁の行っている消費者教育の施策

について、簡単に御紹介いただければと思います。 

○米山消費者庁消費者教育・地方協力課消費者教育推進室長 まず、知事の御挨拶にもあ

りましたように、徳島県の中で56の全ての公立、私立、そして、特別支援学校も含めまし

て、全ての高校で『社会への扉』、今日お配りしていますこの教材を使った授業を展開し

ていただいたというのが、消費者庁として行っていることの重要なポイントでございます。 

 繰り返しになりますけれども、56の全ての学校の主に１年生または２年生で必ずこれを

使った形での消費者教育、公民科とか家庭科の授業を中心に展開してきました。この中で

お若い方は高校生の男子も家庭科が必修だったと思いますけれども、余りお若くない男性

の方は家庭科などはやっていないよという方もいらっしゃると思いますが、今は家庭科の

授業の中で消費者教育というものは実は必修科目の一部をなしているのです。家庭科や公

民科という社会科、そういった授業で『社会への扉』を使うことで消費者教育がより実践

的に身につくであろうという確信のもとで、この１年間、やってもらったということです。 

 学習指導要領というのは全ての人に全て同じことを教えるという仕掛けですから、当然、

このような教材がなくても授業はやっているのですけれども、皆さん、見ていただいてお

わかりのようなインパクトのある教材を用いて徳島県内全ての高校で展開した。その内容

は授業参観をさせてもらって、ほかの県の人や我々も体験することができたし、徳島の56

校の中でもきちっと見学させていただいた20校に関しては実践の事例集の取りまとめにも

御協力をいただいて、今、全国のどなたでも『社会への扉』を使った実際の授業がどんな

ものかがわかるよう、ホームページ上で公開しています。 

 授業の実践例の提供は、この後、全国に広げていくための非常に大事なベースとなるも

ので、この徳島の実践があるからこそ、ほかの自治体、ほかの都道府県でどのようにやっ

ていけばいいのだろうというポイントがわかる。消費者庁だけではなくて、今日も来てい

ただいている文部科学省のほか、法務省、金融庁といった消費者教育にかかわるような役

所と連携して、成年年齢が引下げになる前、今年からの3年間を集中強化期間として、全国

の高校生たちに「社会ヘの扉」を活用した実践的な消費者教育を受けていただけるように

働きかけているというのが、消費者庁の現状の政策でございます。 
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○日下部消費者庁参事官 それでは、米山室長からありましたとおり、消費者教育という

のは、今、我々のホームページを見ていただきますと、視察させていただいた20校の事例

集についても、ベストプラクティスというわけではないのですけれども、この20校におい

て我々が視察したときにこういう授業をやっていましたというのがホームページに載って

いますので、御関心のある方は消費者庁の我々のオフィスのホームページをご覧になって

いただければ、そういうことも情報としては載せているといったところでございます。 

 では、今、簡単に消費者庁の施策を紹介していただきましたけれども、全国展開のもと

となるこの徳島で、全ての56校で消費者教育の『社会への扉』、これを使った消費者教育

の授業を行ったわけですが、具体的にどのようにして各学校、教育部門にお願いしたのか。

そういった経緯を徳島県の勝間課長から御説明いただければと思います。 

○勝間徳島県消費者くらし政策課長 県の消費者くらし政策課長の勝間でございます。 

 私のほうから、では、どうやって徳島で、この点に対応を図ったのかということなので

すけれども、まずもって皆さん、この『社会への扉』、手にとってみていただきたいと思

います。めくっていただきますと、いろいろなクイズが出ていますね。これは私の話を聞

きながら読んでみていただきたいと思うのですけれども、なかなか実はいろいろなところ

の研修で使うのですが、正解にたどり着かないのです。そういうようなものなのです。 

 実は、こういった『社会への扉』、今回のお話のポイントは何かというと、モデル的に

何校かでやるというのではなくて、まさに全部で、全校でやる。そういうような話。モデ

ル校というのであれば、例えば私どものほうが幾つかの学校にお願いしてというような形

もとれるのですけれども、全てという形になると、やはり県の教育委員会との連携という

ものが絶対に不可欠となるというところでございます。 

 実は、徳島では、それが大きな強みなのだということを課長としても改めて自覚をしま

した。それはほかの県ではなかなか実は難しいというところです。実は本県には強みはご

ざいます。以前から昭和の時代から、例えば金融広報委員会等々を通じて学校での金融教

育もやってきています。平成15年からは消費生活センター、消費者情報センター、あるい

は昨年度から私どもの消費者くらし政策課のほうに現職の教員を配置していただいており

ます。それに対して、教育委員会も今日も来ていただいておりますけれども、学校教育課

のほうにキャリア・消費者教育担当というものを置いていただいているというところでご

ざいまして、まさに知事部局と県の教育委員会、カウンターパートの顔が見える関係とい

うのが従来からあったというのが非常に大きいポイントです。 

 実は平成25年度からは、消費者教育の研究の実践校というものも指定して取組を進めて

きている。ということは、学校教育の中でも消費者教育の優先度というのは非常に高いも

のがあったというところでございます。まずもってそういった徳島の強みを生かしながら

教育委員会にお願いをした。ただ、やはり教育委員会さんと知事部局、我々と、例えば意

思決定の仕方でありますとかお願いの仕方とか、それは違うという部分がございます。や

はりそこの教育委員会さんの行っている例えば意思決定の手順。例えば年度初めに校長会
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に行ってお願いをするとか、これこれこういうような依頼文書というものをちゃんと文書

をつくって丁寧に出していくというようなことをしっかりとやっていく。そういったこと

が実はもちろん行政を進めていく上で必要になってまいります。 

 それをまさにタイミングよくやっていかないと、もう既に授業計画ができてしまってい

るよというようなことがあります。そういうものが決まる前にお願いしていく、そういう

ことも必要になってタイミングが重要になってくる。そういうものを実に先ほど言いまし

たような２名の教員、私の下におりますので、そういった者と十分に打ち合わせをしなが

ら準備を進めてきた。それが昨年度、この全県で全ての高校で授業が展開できた大きな要

因ではないのかなと思っているところであります。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 今、徳島だからできたと、余りそこを強調されると全国展開が

つらいというところがあるのですけれども、そこはきっと徳島県にはそういう土壌があっ

たということで、徳島県以外ではできないという意味ではないというように理解していま

すが、具体的にどのように教育委員会側にお願いしたかというのをもう少し何か御説明で

きることはございますでしょうか。 

○勝間徳島県消費者くらし政策課長 具体的な話になりますと、では、いつごろまでにど

んな資料で誰にお願いに行けばいいのか。例えば学校の校長会の誰先生のところにいつま

でに行けばいいのか。そのときには例えばどんな資料が要るのか。これは実は我々は、知

事部局なのですけれども、そういった方がどういった資料をつくっているのかというのは

なかなかわかりづらい部分がございます。それを例えば１回つくって、本課にいる教員と

協議し、その上で教育委員会と調整を図っていくというような流れというものをきっちり

とつくっていくということが、やはり手順を踏んだ行政を進めるという意味においては非

常に重要だったのではないのかなと思っております。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 それでは、教育委員会の湊さんにお聞きしたいのですけれども、

こういう知事部局からそういう消費者教育をやるべきだ、やりたいという要請があったと

思うのですが、それに対して、どのようにして各学校にお願いしたのかというところを御

紹介いただけますでしょうか。 

○湊徳島県教育委員会学校教育課キャリア・消費者教育担当室長 昨年度、やはり成年年

齢の引下げということが想定されておりましたので、そうなると、現役高校生が被害に遭

う可能性が高くなるということで、現場には危機感がございました。したがいまして、学

校としても対処していかなければいけないものだと感じておりました。言い換えますと、

全ての高校生にとって消費者教育というものは重要なことでございますので、全ての高校

生に対してやらなければならないという認識がございました。 

 消費者教育自体は先ほどからの話にありますように、学習指導要領や教科書、これに載

っているものですので、全く新しいこと、新しい教育をやるというものではございません。
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『社会への扉』というものは文部科学省の教科調査官がオブザーバーとして参加し、作成

されているものですから、学習指導要領に沿って現場としては非常に使いやすいというよ

うな印象ではないかと思っております。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 今、文部科学省の教科調査官が作成に関わったとおっしゃいま

したけれども、具体的には、皆さんにお配りはしていないのですが、『社会への扉』の教

師用解説書というのがございます。これは消費者庁のホームページをご覧になっていただ

ければよろしいかと思うのですけれども、『社会への扉』といって検索していただくと、

恐らく近いページが出てくると思うのですが、この教師用解説書の中の一番裏に誰がこの

教材をつくるのにかかわったかというのが書いていますが、そこにオブザーバーとして文

部科学省の家庭科と公民科の教科調査官が入られている。 

 これは何を意味しているかといいますと、学習指導要領をつくる責任者が教科調査官と

いうことでございますので、その方がこの『社会への扉』に参画しているということは、

学校の現場の先生方にとっては、今、お話がありましたとおり、よくわからない解説書で

はなくてちゃんとしたお墨つきのある解説書だと、教材だということを意味しているとい

うことで、我々もいろいろなところに行くと、実はこの教科調査官が関与していることが

現場にとっては非常に重要なのだと言われまして、私は余りそこら辺がよくわからなかっ

たので、教科調査官という方がいるのですか、へえっていう感じでしたら、そんな感じの

方ではないのですよと、非常に重要な方なのですと言われたことを今、思い出したところ

であります。 

 また、今、お話もありましたけれども、全く新しい分野の教育ではないということは私

もいろいろな方からこの前、ヒアリングをさせていただいたところ、そういうコメントを

されましたので、通常、こういう施策を展開するに当たって、先生方は忙しい、したがっ

て、新しくやれと言ってもできないのだという反対論をよく聞くのです。だから、いろい

ろな学校にお願いしてやろうとしても大体ははねられるのですというようなことを言われ

るわけですけれども、今回は少なくとも教育委員会レベルではそういうことはなかったと

承知していますが、現場でそういうお声があったかどうかというのは湊さん、いかがでし

ょうか。ございましたでしょうか。 

○湊徳島県教育委員会学校教育課キャリア・消費者教育担当室長 まず教員が集まる研修

会等がございます。その中で学校の特色や生徒の実態に合った弾力的な運用をということ

で活用を促してまいりました。 

 昨年度、私は現場におりましたので、高校現場におきまして、担当の教員からそういう

ように指示をされたというようなことを何度か聞いております。実際、現場の中でも私が

勤務していた学校、その周辺の学校に、集まったときにこういうような話題になったとき

もあるのですが、まず不満とか反対とかそういうものは一切ございませんでした。「家庭

科がするのか、公民がするのか、どちらがするのか」と聞きますと、「家庭科がやります」
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というような感じで、すんなり受け入れられたと思っております。やはり『社会への扉』

という教材を見ての反応であったのではないかと考えております。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 実際に我々も消費者教育を徳島県で展開していく中、昨年、城

北高校で公開授業をしていただきました。非常に県教育委員会の方々の協力を得まして、

実際そういう授業を見たところ、皆さん、一生懸命、授業をやっていただいて、大変助か

ったなと思っているわけでございますけれども、実際に勝間課長のほうから、この教材の

使い方に関して何かいろいろお願いとか条件とか、そういうものはございますでしょうか。

お伝えしたりしましたでしょうか。 

○勝間徳島県消費者くらし政策課長 『社会への扉』、これは非常にいい教材でございま

す。実は私自身、これを学校のほうにお願いするときにどういうようにイメージしたかと

いうと、これを１ページ目からめくっていって順番に講義していくのかな、勉強していく

のかなというようなことを思っていたのですけれども、例えば先ほどありました城北高校

での実践、公開授業などでは、アクティブ・ラーニング型の手法により、このうちの例え

ば抜粋をしたような形のもので授業が行われていました。 

 実は最初のほうでは例えばこういうように授業をしてもらえるのかななどということを

私どもも思っていたのですけれども、やはり現場の教育委員会さんとか学校さんといろい

ろ話を聞くと、年間の授業計画でありますとか、クラスによって生徒の実態が違うなど、

これはあるようでございます。そういった中で画一的にこういうような形でやってくれと

いうとなかなか対応が難しいよねということを言われました。 

 ということであれば、私どものほうとすれば、やはり目の前にいる子供たちが消費者被

害に遭わないというための基礎的な知識を身につけていただくという部分だけはキープし

ながらも、この『社会への扉』の活用方法については、例えばこのうちの一部分を別途、

そのクラスにとってはわかりやすい教材のような形で作り直して配るとか、授業の仕方の

いわゆる講義形式ではなくてアクティブ・ラーニングであったりグループ討議をしたり、

そういうような形でそれぞれの学校の事情、クラスの実情、そういうようなものを踏まえ

た形でやっていただければなということでお願いをしたところであります。 

 もちろん、現場のほうでは、では、一体、具体的にどうすればいいのだというようなお

声もありました。そういったことについては、教育委員会さんのほうにもお問い合わせが

あったようですし、私どものほうにもお問い合わせがございました。そういうものに対し

ては、ある程度、丁寧に御説明をさせていただいたというようなところでございます。 

 先ほど米山室長のほうからありましたけれども、今回、事例集のような形も整いました

ので、どういった形でやっていけばいいのかというような１つの形もこの１年を通してち

ょっと見えてきたのではないのかなと思っているところであります。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 先ほどの事例集もホームページに載っていますけれども、城北
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高校でのモデル授業の模様も県庁のホームページに載っていますので、御関心のある方は

ご覧になっていただければと思いますが、城北高校の授業にも文科省の方も来られて、こ

うしたほうがいいのではないかとか、ああしたほうがいいのではないかといろいろな研究

的な授業でございましたので、そこでも非常に有意義な議論がされたということでござい

ます。 

 それでは、先ほどからたびたび『社会への扉』はすばらしいという声が出ていますけれ

ども、実際に教員を養成している鳴門教育大学で教鞭をとられている坂本先生、この『社

会への扉』の解説をされた動画をつくられたというように聞いたりしていますが、坂本先

生のほうから『社会への扉』の評価、印象について教えていただければと思います。 

○坂本鳴門教育大学大学院准教授 鳴門教育大学の坂本です。 

 家庭科では10年ほど前から消費者教育が正規のカリキュラムの中に入ってきまして、

年々、充実される傾向にはあるのですけれども、比較的家庭科の中では新しい分野ではあ

ります。家庭科の教科書の中でいろいろな法律のこととか書かれてはいるのですけれども、

やはり改めて『社会への扉』を使ってみることで、こういうことを教えなければいけない

ということが非常によくわかったということがあります。 

 具体的には、大学生にこの教材を配って最初の１～２ページのクイズをさせてみるので

すけれども、やはりクイズ形式になっていると非常に問題意識を高めるのに有効で、こう

いうことを知らなければいけないのだなとか、自分はこういうことをわかっていないのだ

なということを気づかせるのにとても有効だというように感じました。 

 12問あると大体大学生、大学院生は６～７問の正答なのです。半分ぐらいは間違えます。

そして、アンケートなどをしてみますと、クーリングオフという用語は知っているのです

が、中身がよくわかっていないというケースが非常に多いということがわかりました。教

科書にクーリングオフと載っているので、それは暗記、何となく知っている。でも、実際

は間違って覚えていて、何でもかんでも気楽に契約したものをうまくいかないときはクー

リングオフすればいいのではないかなみたいに誤解して覚えているということが、この『社

会への扉』を使ってクイズなどしてみると改めてはっきりわかりました。 

 こちらの問１、問２の部分が非常に誤解されていて、正答率がとても低いです。３ペー

ジ、４ページに書かれているのですけれども、契約の成立のタイミングとか、原則取消し

不可というところが多くの学生ができていません。原則取消し不可なので、取消しができ

るというのは事業者があくまでもサービスで行っていて、だから、条件はさまざまだと。

そこでいろいろ契約する前に確認が必要なのだ、どういう条件で取消しができるのだとい

うのを確認が必要だという点をすごく強調して教えなければいけないなということをすご

く実感します。 

 やはり家庭科で今までいろいろこういう悪徳商法があるよとか、こういう制度があると

いうことは書かれていて教えてはいたのですけれども、ここの基本的なことが実は理解で

きていなかったのだというようなことが『社会への扉』を使ったことですごくはっきりと
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わかりました。 

 あと学生へのアンケートなどをしてみると、やはり一度、授業を受けた学生はすぐに理

解をしていただいて、一度、授業をしただけでかなり知識という点では非常に効果がある

ということも、こちらの教材が非常に有効だということを感じています。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 それでは、文部科学省の田中さんも何か『社会への扉』につい

てあればお願いします。 

○田中文部科学省男女共同参画学習課課長補佐  

先ほど教科調査官が学習指導要領作成を担当しているということで、まさに文部科学省

も一緒に協力して教材をつくり上げてきたが、最も大事なのは、この教材をどう活用する

かであり、例えば、徹頭徹尾この教材に従ってやってくださいというわけではなく、各学

校が狙いとするところに向かって本教材を活用した指導を行ってほしいというのが私達の

本懐でございます。 

 今回のシンポジウムに先立ちまして『社会への扉』に基づいた実践事例集を確認させて

いただきましたが、例えば公民科や家庭科だけではなく、総合的な学習の時間やホームル

ームでも幅広く活用されており、非常に興味深く内容を拝見しました。中でも、看護科を

設置されている高校で本教材を活用された授業では、改正された特定商取引法をベースと

した美容医療の項目が入っており、その点に着目をしながら、食品や医薬品に関する消費

者問題に触れていました。この部分は必ずしも『社会への扉』のみで授業を展開するので

はなく、本教材を活用しつつもいろいろな可能性を見出していったところが非常に興味深

く感じたところでございます。 

 以上でございます。 

○日下部消費者庁参事官 ありがとうございます。 

 先ほどからたびたび教材、教科書の話が出てきますね。先ほどここに来る前にうちのオ

フィスに家庭科の教科書を買ってあるので見てみました。そうすると、私、30年前に高校

生だったころ、別に家庭科の授業を受けた記憶は一切ないのですけれども、すごいいろい

ろ書いてあるなということで、今、お話がありましたが、結構ページにして200ページぐら

いの教科書で、狭い意味の消費者問題、いわゆる契約とかだけで10ページぐらい。広い意

味で生活とかそういうものも含めるともっと書いてあるし、さらにそれ以外の場所もいっ

ぱい書いてあるよということでございますので、現在、家庭科の教科書の中では消費者問

題について触れている箇所は非常に多いのかなと思っております。 

 また、現代社会の教科書、公民科の教科書の１つですけれども、見てみると、やはり10

ページ近く、300ページのうち、この教科書では数ページ、そういうことが書いてあるとい

うことで、意外と今の教科書には結構消費者問題について書いてはあるのだなという感じ

はしますが、坂本先生、いかがでしょうか。 

○坂本鳴門教育大学大学院准教授 そうですね。全般的な知識を得るために一通りのこと
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は消費生活について書かれているとは思います。私も教科書に携わることはあるのですけ

れども、やはり新しいことはどんどん例えば消費者契約法が改正になったら、その改正と

いうのもどんどん入れていこうみたいな形で、新しい知識をどんどん家庭科の教科は取り

入れていて、ここまで高校生で学ぶのだなというようには思わされています。 

 でも、教科書ですので、いろいろなことが書かれていて、強弱は少しなかなかわかりに

くいところがあって、どこにポイントを絞って教えればいいかみたいなところは何となく

難しいところもあるかなと思います。一緒に『社会への扉』を使うと、なるほど、ここを

押さえておいた上で、ここは応用編として覚えておけばいいのだなというようなことなど

がはっきりわかったのかなという感じはしています。 

○日下部消費者庁参事官 実際に『社会への扉』ですけれども、私もほかにいろいろな人

に『社会への扉』はどうなのかと聞くと、今、先生がおっしゃったようなことを言ってい

ただいて、あとはカラーだとか字が大きいとか、授業で配るとそっちのけでこれを見出す

とか、ストーリーがおもしろいとか、先ほどお話がありましたけれども、結構そういうこ

とも実際聞かれて、私自身が見るとそこまでおもしろいのかなと私はよくわからなかった

のですが、実際は現場では大変よい資料だということと、持っているだけで資料的な価値

もあるのだというようなことも言われました。 

 消費者庁としても、どこの部分を特に強く教えなければいけないと思っているわけでは

ないのだと、そうは言っても米山室長に確認したいところでございますけれども、188も最

後に載っていますし、今日、パンフレットにも入れていますが、消費者問題に困ったら188

に電話してくれというのがかなり我々としても強く言いたいメッセージでもあり、また、

契約というのは非常に大事なのだと、やみくもに契約してはいけないのだというのをよく

学んでいただきたいというのが一番『社会への扉』をつくった消費者庁のメッセージかな

と思うのですが、米山室長、いかがでしょうか。 

○米山消費者庁消費者教育・地方協力課消費者教育推進室長 やはり成年年齢引下げとい

う18歳で大人となりますという前提が今、我々の一番根っこにありますから、契約は何と

か、契約から離脱すること、取消しとか解除とかクーリングオフとかいろいろな言葉で皆

さんも聞いてらっしゃると思うけれども、１回結んだ契約からは勝手には離脱ができない

というような、本当に大事なことを知ってもらいたいというのが１つ。 

 お金というものの管理のあり方というのもちゃんと知ってねということもあります。今、

日下部参事官からも言いましたように、これは消費者が自立することを支援するための教

材なのです。消費者教育というのは、消費生活で一人一人の消費者の人たちが自立できる

ということを促すための教育でもあるわけです。 

 自立とは何かと言うと、自分１人で契約ができるということももちろんそうなのですけ

れども、何かイレギュラーなこと、うまくいかないことがあったときに、これは私の失敗、

残念といって泣き寝入りで終わるのではなくて、それを自分も解消したい、自分もその失

敗から抜けたいという意味もあって、どこかに相談する、誰か適切な相手に相談すること
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ということ。相談することができるという、そのアクションが起こせることも自立の１つ

なのです。 

 自分が相談した結果が消費生活センターに情報として集まれば、そのことが、今、こう

いうことが世の中で問題になっているということが県や国にも伝わっていくわけです。だ

から、消費者教育の中では、188に相談するということをちゃんと知って、それを実践でき

るようになることも実は重要な一要素なのです。 

 この『社会への扉』の中にはそれまで含まれているのですよということです。 

○日下部消費者庁参事官 ありがとうございます。 

 では、続いて、こういった教育で『社会への扉』を使った教育、あるいは教科書を用い

た消費者教育を行うに当たっては、やはり１つの大きな課題は教材をどうするのだとか全

ての学校にお願いするのだということも非常に大事なわけですけれども、一方で、教える

先生をどうするのかということも非常に大きな課題になっています。 

 徳島県では、どのようにして、誰がこの56校全てで授業を行ったのかということを聞き

ますと、多くは家庭科の先生あるいは公民科の先生自らが教えるという場合もあれば、外

部講師の先生方、例えば消費生活センターから出前事業で学校に来られた方が授業を行う

とか、そういったこともあると聞きましたけれども、そういう外部講師を使って授業を行

うということも１つの授業のやり方としてはあるということでございますが、その外部講

師について、少し勝間課長のほうから御説明いただけますでしょうか。 

○勝間徳島県消費者くらし政策課長 実はやはり学校で授業をするといったときに、なか

なか先生方は忙しくてどうしても授業の準備ができないという場合で、例えば外から講師

を呼べないのかというようなお話もございました。そのときには、先ほど申し上げました、

例えば県の消費者情報センターの中に現職の教員がおります。日々学校に出向いて出前授

業というような形で講座、講義を行っている者がおります。そういった者をしっかりと派

遣をしていく。その学校の先生ではないのだけれども、外部の講師というものを活用して

いただくという仕組みも私どもとしては持っているというところでございます。 

 さらに、そういったセンターにいる先生が１人ですので、それ以外にも大学とか弁護士

会とか、県内の企業さんとかにお願いをして、とくしま「消費者教育人材バンク」という

ものも去年の８月からスタートをさせたところであります。 

 学校のほうのニーズがあれば、そういった登録者とマッチングをいたしまして学校のほ

うに派遣をして教育をしていただくというような仕組みも我々としては構築したところで

あります。特に例えば企業さん、今日は県内の方が多いのですけれども、県外から徳島の

ほうにサテライトオフィスを置かれている企業はいっぱいあるのですが、そういったとこ

ろの方が例えばスマホの使い方、SNSの使い方みたいなことを学校に行って、教えに行くと

かというような仕組みというものも持っているところでございまして、そういった制度も

つくり、現場のほうのニーズにしっかりと合うような形、現場のほうの対応ができるよう

な形で我々とすれば学校の教育を支援していきたいと思っているところでございます。 
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 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 教える教員がいないときは、非常に興味深い取組で、ちゃんと

そういう学校もサポートされたということであるかと思います。一方、教員そのものの育

成も非常に重要だというように考えているところでございまして、消費者庁に設置されま

した有識者会議、いわゆる審議会ですけれども、消費者教育推進会議がございますが、そ

こでも教員の育成が重要だというような提言が出たと聞いておりますが、米山室長、少し

御紹介いただけますでしょうか。 

○米山消費者庁消費者教育・地方協力課消費者教育推進室長 ６月29日に公表して、もう

既にホームページにも出ておりますので、もし興味がおありの方は詳細を見ていただきた

いのですけれども、今、指摘もありましたように、消費者教育、いろいろ大変なことがあ

る。内容もそうですし、時間が足りないだとかいろいろな問題点もあるのだけれども、や

はり指導力を向上していただく。学校の先生に対して言い方は失礼かもしれませんけれど

も、消費者教育を学校現場ですぐに役立つ形で教えていただけるようになっていただきた

いという思いから、この消費者教育推進会議の分科会で取りまとめ、意見、提言をまとめ

てもらいました。 

 簡単に言いますと、大学の教員養成課程において消費者教育ができるような先生になっ

ていただけるような講座にしてくださいということ。それはこれから先生になる人の話で

すが、そうではなくて現職の先生の皆さんには教員研修というのが法律上、義務づけられ

ている部分があるので、その法定研修の中に消費者教育を入れ込んでいってほしいという

ことや、あとは免許状更新講習、学校の先生は教えている限りは10年に一度、免許状を更

新するための講習を受けなければいけないのですが、その講習をふやしていただくととも

に、消費者教育の内容を充実させてほしいということ。さらにもう一つ、外部講師を活用

するために仕組みをつくってほしいというような提言になっています。 

 これだけ聞くと何となく抽象的で漠然としているのですけれども、かなり詳しく、文科

省はこれをやってください、消費者庁はこれをやってください、国民生活センターはこれ

をやってくださいというような提言になっていまして、その提言を受けて、先ほどから何

度か言葉で出てきている４省庁のアクションプログラムというところでも、そういう形で

教員養成の仕組みや、教員のための指導力向上のための仕組みを国としても作っていこう

と、そんな内容にまでなっています。消費者教育推進会議の取りまとめを踏まえた実際の

実践を国としてやりますという約束をするところまで今、来ています。 

○日下部消費者庁参事官 ありがとうございます。 

 文部科学省もこの推進会議にも非常に関係しているかと思いますけれども、文部科学省

さんとしては、教員の育成についてはどうお考えか、教えていただけますでしょうか。 

○田中文部科学省男女共同参画学習課課長補佐 今、米山室長のほうから内容の御説明が

あった提言がございますけれども、３つの観点がございます。 

 １つ目は、教員養成の段階でどのように消費者教育の内容に組み込んでいくかというと
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ころで、この点は引き続き各大学に対して促していく必要があると思っています。 

 ２つ目は、有機的な連携のもとに継続的な体制を構築していくことです。これは、平成

28年度に教育職員免許法というのが改正され、教育委員会と大学の場において教員育成協

議会を設置する内容が設けられています。 

 この狙いは、教育委員会が教員の研修や資質向上に関係する大学と教員のビジョンを共

有し、教員の資質・能力の向上に係る事項を検討する所にあります。例えば、外国人のお

子さんが多い地域や少ない地域を比べても教員の育成に関するポイントは異なることから、

きちんと人材育成の姿についてコンセンサスを取りながら調整を図ることが大切な要素と

なります。今後は、成年年齢の引下げを踏まえ、消費者教育の充実という観点をこの協議

会の中でどのように取り扱っていくのかという点で重要性が増していくものと推察されま

す。 

 ３つ目は、免許状更新講習や教員研修の中でしっかりと消費者教育を組み込んでいくと

いうことで、関係する機関等へ働きかける必要があると考えています。 

 なお、その際には学校管理職の方々にも幅広くご理解を賜る必要があることから、現在、

各種会議等を通じて周知を図っているところです。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 では、教員を実際に育成している教育大学の役割も非常に大き

いと思いますし、鳴門教育大学においては既に消費者関係については非常に日ごろから取

り組んでいただいていると聞いていますけれども、鳴門教育大学における教員育成への取

組、今、提言みたいなものがございましたが、もしかしたら先取りでいろいろ行っている

のではないかという気もしますが、坂本先生のほうから御紹介いただけますでしょうか。 

○坂本鳴門教育大学大学院准教授 消費者教育分科会からの提言の中に大学でもう少し消

費者教育にしっかり取り組んでくださいというのがございまして、私も改めてその内容を

拝見すると、これまで消費者教育は結構、家庭経済、経済の領域に大分重点が置かれてい

て、必ずしも消費生活のルールとか契約を学ぶということには余り力点が置かれていなか

ったなということに新たに気づかされました。 

そこで、やはり学習指導要領も変わりまして、今後、小学校から契約の基礎的なルール

も教えましょうということになりましたので、本学でも本年度から小学校の免許取得の課

程で法律の基礎的な知識を全学部生、小学校の免許を取る学部生に教えるということに取

り組みました。その際にも、この『社会への扉』は非常に役に立ちました。今後一層、法

律のところを教えるということを考えていかなければいけないというように思っていると

ころです。 

 本学の取組は主に２つありまして、１つは小学校の先生を目指す学生へのということで

すけれども、基本的には基礎的な知識をしっかり学ばせるということで、なるべくアクテ

ィブラーニングという形は取り入れるのですが、人数が多い中でクイズを解いたり、話し

合い活動をするなどを通じて、基礎的な知識の定着を図るということをしています。 
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 そして、家庭科コースの学生というのは、専門的に中学校、高校の免許を取って消費者

教育をしっかり教える担い手になるわけなのですけれども、やはりどうも知識だけでは十

分ではないということを非常に私は日ごろ感じていますので、ドキュメンタリー映画を見

せたり教材づくりをさせたり、消費者情報センターの出前授業というのを県がされていま

すので、そこの出前授業のサポートに連れていったりとか、サポートに連れていくと中学

生に教えなければいけないが、実は自分がわかっていないということを大学生がわかった

りすることもあって非常に効果的だと思います。 

 また、地域でいろいろ公開講座をしたりイベントをするときにボランティアとして参加

させるなど、とにかく頭だけではなくて手も動かしたり、頭も心も動かしたり、足も動か

したりということで、まさにアクティブに学ばせることで重要性を実感させたいなという

ように取り組んでいるところです。 

○日下部消費者庁参事官 どうもありがとうございます。 

 あと数分という感じになってきましたけれども、大変早く進んでまいりましたが、最後

に、全国展開に当たって、消費者庁の徳島での取組は全国展開しないと我々もここに来て

いる意味が全くないものですから、ここで出た成果を全国展開につなげていくことが非常

に大事だと思っています。 

 また、それに関していろいろな示唆をここの徳島の場で得られたのではないかなと思っ

ておりますので、最後に一言ずつお願いしたいのですけれども、特に県や教育委員会の方

には、その視点で全国展開に当たってどういうことが必要かとか、どういう点があるのか

ということをおさらいも兼ねて述べていただいて、坂本先生からは有識者としてのコメン

トをいただきたい。また、文部科学省さんと米山室長からは、政府としてどういうように

取り組んでいくのかということを最後にお話ししていただければと思います。 

 では、まず勝間課長のほうからお願いします。 

○勝間徳島県消費者くらし政策課長 全国展開に当たってということなのですけれども、

まず、その前に県内のほうですが、昨年度、全ての高校でやっていきました。物事という

のは始めるというときに力が要るのですけれども、続けていくということに対してもしっ

かりと力が要ります。去年やったことを今年度、来年度、継続していくということがやは

り我々とすればまず必要なことなのだろうなということを強く認識をしているところでご

ざいます。 

 また、成年年齢の引下げ、18歳になるのですけれども、そうなってくると高校だけでい

いのかなということで、今、県単独で消費者庁さんの方にもオブザーバーになっていただ

きながら、中学校向けの消費者教育教材の作成というものもしっかりと取り組んでいきた

いなと思っているところでございます。 

 そういったものも踏まえながら、やはりせっかく徳島でこういった取組ができたという

ことでございますので、それを全国に広げていきたいということなのですけれども、冒頭

で徳島での強みはこうであったということだとお話をさせていただきましたが、逆に言う
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と、ほかの県に行きますといろいろな強み、弱みの部分がございます。徳島のようになか

なか教育委員会と連携がうまくとれないという御相談もいただいているところもございま

す。逆に、しっかりと連携もとっているのだというようなお話もいただいているところで

ございます。 

 恐らく各都道府県の中で、それぞれの強みと弱みがあるのではないのかなと思っている

ところでございます。では、その中で、やはり我々とすれば、とりあえず去年、できたと

いうところでございます。先ほど見ました事例集の中でもそのやり方の一環というものを

お示しもしておりますけれども、それ以外の詳しい内容につきましても、もしお問い合わ

せがあるようであれば、どんどん情報提供もさせていただきたいなと思っておりますし、

また、デモンストレーション授業、昨年度は城北高校１校でありましたが、今年度は２校

ということで、秋口に用意の準備をしているところでございます。多くの方々に見ていた

だいて、この徳島県のレベルアップにつながってまいりますので、いろいろな御意見をい

ただきたいなと思っているところでございます。 

 やはり進めるに当たりましては、私、今日の話の中で恐らく形式的な面もかなり強調さ

せていただいているところと思うのですけれども、子供たちの消費者被害の防止というし

っかりとした目的がある中で現場の学校、先生方に非常に協力いただいて感謝をしている

ところなのですが、そういう方々がうまく動けるような形で、例えば私ども知事部局の消

費者くらし政策課と教育委員会とがしっかりタッグを組んでいく。あるいは我々とすれば、

消費者庁様と文科省様の間でもしっかりとタッグを組んでいただくことによって、より現

場がうまく機能していくのではないのかなということも強く思っております。 

 徳島でやってきた動きを国のほうですくい取っていただきまして、新たな施策となって

全国へ広がっているところでございます。私としては、この流れの一端に携わらせていた

だいた者とすれば、かなりわくわくした期待、どういうようにこれから広がっていくのだ

ろうかなということを大きく期待をしているところでございます。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 ありがとうございます。 

 では、続きまして、湊室長のほうからお願いできますでしょうか。 

○湊徳島県教育委員会学校教育課キャリア・消費者教育担当室長 生徒のためにならない

ものだったら当然反対されるし、できないことだと思うのですけれども、最終的に生徒に

とって必要不可欠なことであって、必ず生徒の成長につながる教育というのは、教員なら

ば必ずやると思います。 

 この『社会への扉』を使った授業に関しましても、その県でいろいろな会合、担当教員

が集まる会合があると思います。そういうようなところで具体的な活用法、先ほどから話

に出ています、全部最初から最後までやらなくてもここを利用しようとか、そういうよう

な話、事例集に入ってないけれども、こういうような活用法もあるよとかというようなこ

との話をしていって、問い合わせに対してきちんとアドバイスをしていけば全国展開とい
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うようなこと、実施というようなことはできるのではないかと私は考えております。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 ありがとうございます。 

 では、米山室長からございますでしょうか。 

○米山消費者庁消費者教育・地方協力課消費者教育推進室長 今までずっとお話を伺って

いるような徳島のすばらしい実践例を十分活用させていただいて、既に今年も４月以降、

ほとんど全ての都道府県に行きました。教育委員会の方にもお話を聞いていただくような

形で『社会への扉』を使っていただく営業活動をしております。 

 今、おっしゃられたようないろいろな機会を捉えて大事だよということを言えば、皆さ

ん、もう危機感は持っておられるので、すぐ動いてくれるといって、実は今年、徳島以外

に５つの県が今年からやりますと言ってくれています。教員研修などに我々もお邪魔をし

たりもして進めているところです。なので、今、湊室長がおっしゃってくださったように

生徒にとって大事だよということさえわかっていただければ、そして、押しつけでなけれ

ばやれるのだなという実感を持ちつつ、政府としても進めていきたいというように日々考

えるところです。 

○日下部消費者庁参事官 ありがとうございます。 

 では、続いて、文部科学省の田中さん、お願いします。 

○田中文部科学省男女共同参画学習課課長補佐 実践事例の話になりますが、『社会への

扉』を活用して徳島県で実際の授業をされた中で、例えば今、若年者の層で発生している

トラブルで上位のSNSの問題をはじめ、今後、大学へ進学される時に１人で住居を借りる際

の問題、また、大学へ進学後に奨学金を申請する際の注意点といった事例を事細かく教え

ていただいている内容も拝見しました。この点は身近に発生する事案として興味関心があ

る部分だと思いますし、全国的に見ても特に若年者の層において、ある程度共通して経験

する事項でもあるため、このような実践事例を全国へ展開させていくことは非常に大切だ

と感じます。 

 さらに、外部講師の活用は教育行政と消費者行政がきちんと連携を図る必要がございま

すので、このような点を押さえていくことが重要なのではないかと思っております。 

 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 ありがとうございます。 

 それでは、最後に、有識者でもあり、教育者でもある坂本先生のほうからお願いします。 

○坂本鳴門教育大学大学院准教授 消費者教育推進法が施行されて５年半が経過したとこ

ろで、まだまだこれからではないかと思っています。基礎的な知識を教えるということは

非常に大事なのですけれども、それをいかに実践的な内容にしていくかというのは意外と

難しくて、ここに非常に消費者教育の奥深さがあるなと感じています。 

 消費者教育を進めていくに当たって、多面的によく考えるということ、そして、主体的

に判断するということをキーワードに実践的な教育をしていきたいなと考えています。 
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 以上です。 

○日下部消費者庁参事官 ありがとうございます。 

 それでは、時間になりましたので、パネルディスカッションを終わらせていただきたい

と思います。先生方、大変どうもありがとうございました。（拍手） 

 最後に、もう閉会ということでございますので、私のほうから最後に一言、皆さんに御

礼を申し上げたいと思います。 

 本日はお忙しい中お集まりいただきまして、大変ありがとうございました。このオフィ

スの成果を今日、一端は御紹介できたと思いますけれども、これからもまだまだいろいろ

な成果を出していくつもりですし、出ていきますし、この成果を全国展開へつなげていく

ということでございますので、大変徳島の事務所をつくってよかったなと私は思っている

ところでございます。 

 なお、もしかしたら一部の方がこの事務所はいつまであるのかという御関心もあるかも

しれませんが、私が言えることは、少なくとも来年度まであることは確実でございます。

再来年度からどうなるかについては31年度を目途に検証・見直しを行って結論を得るとい

う状況でございますので、私から言えるのは、これからも一生懸命、成果を出していくだ

けという、現場の人間としてはそういうことでございますけれども、その後についてはま

たもう少しいろいろ今後の検証・見直しによってどうなるかということでございますので、

私個人としては、できる限り頑張っていきたいということでございますし、せっかく徳島

に来たのでありますから、今日は藍の服を着てきましたけれども、なるべく徳島経済にも

貢献するように個人的には頑張っているというところで、私、最後の言葉とさせていただ

きます。どうもありがとうございます。（拍手） 

○司会 ありがとうございました。 

 以上をもちまして本日のプログラムは全て終了となります。なお、会場入り口には共催

である徳島県の展示パネルがございます。徳島県での消費者行政や消費者庁との取組を紹

介させていただいております。お帰りの際、ぜひご覧ください。 

 また、当シンポジウムでも御紹介しましたが、公益通報ハンドブックという公益通報に

ついて紹介した冊子もございますので、御興味のある方はぜひお持ち帰りください。 

 皆様、暑い中、長時間にわたり、誠にありがとうございました。 


	30-7-23　消費者行政新未来創造オフィス開設１周年記念シンポジウム（表紙）
	（参事官修正後）（取りまとめ）30-7-23　消費者行政新未来創造オフィス開設１周年記念シンポジウム２_

